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申請及び届出事項

　常勤役員等及び常勤役員等を直接に補佐する者の常勤性の確認資料に加え、「所属企業の雇用証明書（写）」。

※無許可営業や附帯工事での経験は認められません。

（１）実務経験の内容を確認する資料

　　イ）実務経験証明書（様式第九号）を提出する場合

①証明者が許可を有している（いた）期間は、経験期間分の建設業許可通知書（写）

　※許可を有している（いた）期間を確認できない場合は、②が必要になります。

　　ロ）指導監督的実務経験証明書（様式第十号）を提出する場合

①証明書の実務経験の内容欄に記載した工事すべての工事請負契約書又は注文書・請書のセット（写）

　※証明書に記載した内容（発注者・金額・内容・経験年数）が確認できない場合は、経験として認められません。

　※共同企業体（ＪＶ）で受注した工事の場合は、出資割合が確認できる協定書等も必要です。

（２）実務経験証明期間(使用された期間）の常勤性を確認できる資料 （以下のいずれか一点）

※健康保険被保険者証の資格取得日が、「使用された期間」と一致していない場合は、ロ）が必要になります。

　　ロ）厚生年金被保険者記録照会回答票(写）（該当する事業所名が記載されていること）

　　ハ）所属企業の雇用証明書(写）

　　 ※過去の出向先での経験を証明する場合には、別途経験期間を網羅する「出向協定書等（写）」も必要です。

（１）営業所の実態を確認する資料

　　　営業所の写真（以下の４点） ※概ね３ヶ月以内に撮影したもの

・営業所の外部・・・①建物の全景、②営業所の名称を明記した営業所の入口部分

・営業所の内部・・・③主な執務室の状況が確認できる程度のもの

・建設業の許可票・・・④記載内容が確認できるもの(新規許可申請の場合は不要）

※自己所有又は賃貸借等の別を記載すること（P.51写真台紙の例を参照）

（１）健康保険及び厚生年金保険の加入状況を証明する資料　（以下のいずれか一点）

イ）健康保険及び厚生年金保険の保険料の納入に係る領収証書（写）(領収印が押印されたものであること）

　　なお、電子納付の場合は支払ったことが確認できる資料も必要です（例：入出金明細など）。

ロ）健康保険及び厚生年金保険料の納入証明書（写）

※いずれも、申請の受付日前直近のものであること

（２）雇用保険の加入状況を証明する資料（以下のイ）ロ） 両方もしくはハ））

イ）労働保険概算・確定保険料申告書（写）

ロ）イ）により申告した保険料の納入に係る領収済通知書（写）（領収印が押印されたものであること）

　　なお、電子納付の場合は支払ったことが確認できる資料も必要です（例：入出金明細など）。

※いずれも、申請の受付日前直近のものであること

※労働保険事務組合に委託している場合は、組合からの「納入通知書」(写）及び「領収書」（写）を提出

ハ）事業所非該当承認通知書（写）（雇用保険事業所非該当承認を受けている場合）

▽提出資料により事実を確認することができない事項については認められません。ご承知願います。
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Ⅱ　実務経験を証明する書類（営業所技術者等の要件が実務経験の場合のみ）・・・（１）及び（２）を提出
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Ⅰ　現在の常勤性を証明する書類（以下のいずれか一点）

○ ○
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)

②証明者が許可を有していない期間は、経験期間分の工事請負契約書又は注文書・請書のセット（写） （業種内容のわかるも
の）が必要です。工事請負契約書又は注文書・請書のセットでないものは認められません。

　　イ）健康保険被保険者証（写）
　　　（事業所名と資格取得日の記載されているもので、経験を積んだ会社(証明会社）に引き続き在職の場合に限る）

営
　
　
業
　
　
所

Ⅰ　営業所に関する確認資料（主たる営業所も含む。）

営
　
業
　
所
　
技
　
術
　
者
　
等

※実務経験証明書は、自己証明は認められません。ただし、会社の解散の場合は、当該事実を証明できる他の者（当時の取締
役又は本人が証明。閉鎖謄本が必要）の証明を得ること。指導監督的実務経験証明書も同様。

※実務経験証明書の証明者と使用者（経験を積んだ会社）が異なる場合（例：会社合併、会社の解散等の場合）は、「使用者の証
明を得ることができない理由」を確認できる資料（閉鎖登記簿謄本等）も必要です。

※実務経験を証明する書類として、「監理技術者資格者証」(写）や「登録基幹技能者講習修了証」(写）を添付する場合は提出不
要です。
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▽申請書等の審査において必要が生じた場合、上記以外の資料の提出や原本の提示を求めることがございます。

社
会
保
険
加
入
状
況

Ⅰ　健康保険等の加入状況に関する確認資料・・・（１）及び（２）を提出
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